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【基準・解釈通知一覧】 

項目 種類 名称 凡例 

人員・設備・運営 基準省令 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準 

（平成 11 年厚生省令第 37 号） 

居宅基準  

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成 18 年厚生省令第 35 号） 

予防基準 

解釈通知 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービ ス

等に関する基準について 

（平成 11 年老企第 25 号） 

基準解釈通知 

 

介護報酬の算定 基準省令 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関

する基準 

（平成 12 年厚生省告示第 19 号） 

居宅算定基準 

 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準 

（平成 18 年厚生省告示第 127 号） 

予防算定基準 

 

解釈通知 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に 関

する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理 指

導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居 宅介

護支援に要する費用の額の算定に関する 基準の

制定に伴う実施上の留意事項について 

（平成 12 年老企第 36 号） 

居宅算定基準留 

意事項 

 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて 

(平成 18 年老計発第 03170001 号ほか) 

予防算定基準留 

意事項 



 

(介護予防)居宅療養管理指導とは 

【居宅療養管理指導とは】 

介護保険法第８条第６項において、居宅療養管理指導とは、「居宅要介護者について、病院、診療所

又は薬局（以下「病院等」という。）の医師、歯科医師、薬剤師その他厚生労働省令で定める者<注１

>により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働省令で定めるもの<注２>」と規定されている。 

 

<注１>厚生労働省令で定める者とは 

介護保険法施行規則 

第９条 法第８条第６項の厚生労働省令で定める者は、歯科衛生士、保健師、看護師及び准看護師及び 

管理栄養士とする。 

 

 <注２>厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導とは 

介護保険法施行規則 

第９条の２ 法第８条第６項の厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導のうち医師又は歯科医師により

行われるものは、居宅要介護者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理

に基づいて実施される指定居宅介護支援事業者その他の事業者に対する居宅サービス計画の策定等に必要

な情報提供（当該居宅要介護者の同意 を得て行うものに限る。）並びに当該居宅要介護者又はその家族等

に対する居宅サービス を利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言とする。 

２ 法第８条第６項の厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導のうち薬剤師により行われるものは、居

宅要介護者の居宅において、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示

に基づき策定される薬学的管理指導計画）に基づいて実施される薬学的な管理及び指導とする。 

３ 法第８条第６項の厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導のうち歯科衛生士により行われるものは、

居宅要介護者の居宅において、その者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示及び当該歯科医師の

策定した訪問指導計画に基づいて実施される口腔内の清掃又は有床義歯の清掃に関する指導とする。 

４ 法第８条第６項の厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導のうち管理栄養士により行われるものは、

居宅要介護者の居宅において、その者に対して計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づいて実

施される栄養指導とする。 
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【介護予防居宅療養管理指導とは】 

介護保険法第８条の２第５項において、介護予防居宅療養管理指導とは、「居宅要支援者について、

その介護予防<注３>を目的として、病院等の医師、歯科医師、薬剤師その他厚生労働省令で定める者<

注２>により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働省令で定めるもの」と規定されている。 

   

 

       <注３>介護予防とは 

身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部 

若しくは一部について常時介護を要し、又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防 

止をいう。（法第８条の２第２項） 

 

 

Ⅱ 指定基準編 
１ 人員基準 

 
指定居宅療養管理指導の事業を行う者(以下「指定居宅療養管理指導事業者」という)が当該 

事業を行う事業所(以下「指定居宅療養管理指導事業所」という)ごとに置くべき従業者の員数 
は、次のとおりです。 

 (１) 病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所 

ア 医師又は歯科医師 

イ 薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士：サービス内容に応じた適当数 

(２) 薬局である指定居宅療養管理指導事業所 

薬剤師 

 
２ 設備基準 

 
指定居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所又は薬局であって、指定居宅療養管理指導の

運営に必要な広さを有しているほか、サービス提供に必要な設備及び備品等を備えなければな

りません。 

 なお、設備及び備品等については、当該病院又は診療所における診療用に備え付けら 

れたものを使用することができます。 

 
３ 運営基準 

 
指定居宅療養管理指導の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運 

営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる 

重要事項を記した文書(＝重要事項説明書)を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得なけれ 

ばなりません。 

居宅療養管理指導の提供開始についての同意は、利用申込者及び事業者双方を保護する観点か 

ら、書面により確認することが望ましいとされています。 

 
 

 
 

(１) 内容及び手続の説明及び同意 
 

 

2



 

 

 
正当な理由なく指定居宅療養管理指導の提供を拒んではなりません。 

 

 
通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら必要なサービスを提供することが 

困難であると認めた場合は、居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定(介護予防)事業所 
の居宅療養管理指導事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければなりません。 
 

 
利用申込があった場合は、利用者申込者の提示する介護保険被保険者証によって、被保険者資

格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認します。 

被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、これに配慮して居宅療養管理指導を 

提供するよう努めなければなりません。 
 

 
要介護認定の申請がすでに行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、

利用申込者の意思を踏まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければ 

なりません。 

また、すでに認定を受けている利用者が継続して保険給付を受けるためには更新認定を受け

る必要があることから、要介護認定を受けていない利用申込者、居宅介護支援事業者・介護予

防支援事業者を利用していない利用者に対しては、認定更新の申請が、認定の有効期間満了日

の３０日前までに行われるよう、必要な援助を行わなければなりません。 

 

 
利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身

の状況、病歴、服薬歴、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めなければなりません。 

 

 
指定居宅療養管理指導を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス 

又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 
また、指定居宅療養管理指導の提供の終了に当たっては、利用者又はその家族に対して適切な 

指導を行うとともに、主治の医師及び居宅介護支援事業者に対する情報の提供並びに保健医療サ 
ービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 
 

 
居宅介護支援事業者が居宅サービス計画を作成している場合は、当該計画に沿った指定居宅療

養管理指導を提供しなければなりません。 
 

 

(６) 心身の状況等の把握 
〈居宅基準第１３条、第９１条〉 
 

 
 

 

(３) サービス提供困難時の対応 
 

 

(４) 受給資格等の確認 
 

 

(５) 要介護認定の申請に係る援助 
 

 

 
 

 

(８) 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 
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事業者は、医師・歯科医師などサービスを行う従業者に身分を証する書類を携行させ、初回訪 

問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示するように指導しなければなり 

ません。 
 

 
指定居宅療養管理指導を提供した際には、サービスの提供日、提供した具体的なサービス内容

その他必要な事項等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その
他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければなりません。 
 

 
・法定代理受領サービスに該当する指定居宅療養管理指導を提供した際に、その利用者から利 

用者負担として、負担割合に応じた支払いを受けなければなりません。 

・利用料のほかに、サービス提供に要する交通費の額の支払を利用者から受けることができます。 
 

 
法定代理受領サービスに該当しない指定居宅療養管理指導に係る利用料の支払いを受けた場

合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提

供証明書を利用者に交付しなければなりません。 

 

 
・指定居宅療養管理指導は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防 止に資するよう、その 

目標を設定し、計画的に行わなければなりません。 

・事業者は、自らサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなければなりません。 
 

 
【医師又は歯科医師が行う場合】 

①訪問診療等により常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続的な医学的 

管理又は歯科医学的管理に基づいて、居宅介護支援事業者に対する居宅 サービス計画の作成等 

に必要な情報提供を行う。並びに利用者又はその家族に対し、居宅サービスの利用に関する留 

意事項、介護方法等についての指導、助言等を行う。 

②利用者又はその家族からの介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又はそ 

の家族に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指導又は助言を行う。 

③利用者又はその家族に対する指導又は助言については、療養上必要な事項等を記載した文 

書を交付するよう努める。 

④療養上適切な居宅サービスが提供されるために必要があると認める場合や、居宅介護支援 

事業者若しくは居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援事業者又は居宅サ 

ービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅サービスの提供等に必要な情報提供又は 

助言を行う。 

⑤居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対する情報提供又は助言については、原則 

として、サービス担当者会議に参加することにより行う。 

(９) 身分を証する書類の携行 
〈居宅基準第１８条、第９１条〉 
 

(１３) 指定居宅療養管理指導の基本取扱方針 
〈居宅基準第８８条〉 
 

(１０) サービスの提供の記録 
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⑥サービス担当者会議への参加が困難な場合は、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業 

者に対して、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行わなければな 

らない。 

⑦各利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容について、速やかに診療録に記 

録する。 
 

【薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士が行う場合】 

①医師又は歯科医師の指示(薬局の薬剤師の場合は医師等の指示に基づき策定した薬学的管理 

指導計画) に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活の自立に資す 

るよう、妥当適切に行う。 

②利用者又はその家族からの介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又はその 

家族に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指導又は説明を行う。 

③常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者に対 

し適切なサービスを提供する。 

④各利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容について、速やかに診療記録を作 

成すると ともに、医師又は歯科医師に報告する。 
 

 
指定居宅療養管理指導事業者は、指定居宅療養管理指導を受けている利用者が次のいずれかに 

該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければなりません。 
ア 正当な理由なしに指定居宅療養管理指導に関する指示に従わないことにより、要介護状態 
の程度を増進させたと認められるとき。 
イ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 
 

 
管理者は、事業所の従業者の管理及び指定居宅療養管理指導の申込みに係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならず、従業者に対して運営に関する規定

を遵守させるため、必要な指揮命令を行わなければなりません。 

 

 
事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程(＝運営規程)を定めな 

ければなりません。 
ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

ウ 営業日及び営業時間 

エ 指定居宅療養管理指導の種類及び利用料その他の費用     

オ  通常の事業の実施地域 

カ その他運営に関する重要事項 
 

 

利用者に対して、適切な居宅療養管理指導を提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務の 

体制を定め、 当該事業所の従業者によって居宅療養管理指導を提供しなければなりません。 
また、従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保しなければなりません。 

 

(１８) 勤務体制の確保等 
〈居宅基準第３０条、第９１条〉 
 

(１５) 利用者に関する市町村への通知 
 

 

(１６) 管理者の責務 
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従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う必要があります。  

事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めて下さい。 

 

 
事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、利用料その他のサービスの 

選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなりません。 

 

 
・従業者は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはなり 
ません。 
・事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家 

族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 

・サービス担当者会議等において、利用者や家族の個人情報を用いる場合は、あらかじめ個人 

情報使用同意書などの文書により、同意を得ておかなければなりません。 
 

 
居宅介護支援事業者による居宅サービス事業者等の紹介が公正中立に行われるよう、居宅介

護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者を紹介することの対償とし

て、金品その他の財産上の利益を供与することは禁じられています。 

 

 
提供したサービスに係る利用者や家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、事業者

は苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じるとともに、苦情を受け付け

た場合には、当該苦情の内容等を記録しなければなりません。 

 

 
＜実際に事故が起きた場合＞ 

・市町村、家族、居宅介護支援事業者等へ連絡を行い必要な措置を講じるとともに、事故

の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければなりません。また、その記録

は、サービス提供の日から５年間保存しなければなりません。 

・賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければなりません。 
 

 
居宅療養管理指導の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければなりません。 
 

 
従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。 

(２０) 掲示 
〈居宅基準第３２条、第９１条〉 
 

(１９) 衛生管理等 
 

 

(２１) 秘密保持等 
 

 

(２２) 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 
 

 

 
 

 

(２４) 事故発生時の対応 
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利用者に対する指定居宅療養管理指導の提供に関する次の記録を整備し、サービス提供の日から 

５年間保存しなければならない。 

①提供した具体的なサービスの内容等の記録 

②市町村への通知に係る記録 

③苦情の内容等の記録 

④事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

Ⅲ 報酬編 
 

 

 
サービスを行う者 

 
算定回数等 

サービス利用者  

単一建物 

居住者１人 

２人以上 

９人以下 

それ以外 

 

 

 
医 師 

居宅療養管理 
指導費(Ⅰ) 

２回/月を限度 

 

 

５０７ ４８３ ４４２ 

居宅療養管理
指導費(Ⅱ) 
 

２回/月を限度。同一月に医科診
療報酬点数表の｢在宅時医学総合管
理料｣又は「施設入居時等医学総合
管理料」を算定した時にのみ算定 

２９４ ２８４ ２６０ 

歯科医師 ２回/月を限度 ５０７ ４８３ ４４２ 

 

 

 
薬 剤 師 

 

病院又は診療所 
の薬剤師 

２回/月を限度。算定する日の間隔

は６日以上 

５５８ ４１４ 

 

３７８ 

 

薬局の薬剤師 

４回/月を限度。算定する日の間隔
は６日以上 

※がん末期患者・中心静脈栄養の
者は２回/週かつ８回/月を限
度。 

 

 

５０７ 

 

 

  ３７６ 

 

 

 

３４４ 

管理栄養士 ２回/月を限度 ５３７ 

 

４８３ ４４２ 

歯科衛生士 ４回/月を限度 ３５５   ３２３ ２９５ 

※平成 30年度介護報酬改定により以下の加算が新設された。 

 ○特別地域加算                  所定単位数の 100 分の 15 

 ○中山間地域等における小規模事業所への加算    所定単位数の 100 分の 10 

 ○中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算  所定単位数の 100 分の５ 

 

 
【単一建物居住者の人数について】 

居宅療養管理指導の利用者が居住する建築物に居住する者のうち、同一月の利用者数を「単一建物居 

住者の人数」という。 

単一建物居住者の人数は、同一月における以下の利用者の人数をいう。 

ア  養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マンション 

などの集合住宅等に入居又は入所している利用者 

イ  小規模多機能型居宅介護(宿泊サービスに限る。) 、認知症対応型共同生活介護、複合型サービス

(宿泊サービスに限る。) 、介護予防小規模多機能居宅介護 (宿泊サービスに限る。)、介護予防認

 １ 居宅療養管理指導費 

 ２ 共通事項（同一建物居住者の定義・交通費の取扱） 
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知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている利用者 

 ただし、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所については、それぞれのユニットに

おいて、居宅療養管理指導費を算定する人数を、単一建物居住者の人数とみなすことができる。また、

１つの居宅に居宅療養管理指導費の対象となる同居する同一世帯の利用者が２人以上いる場合の居宅

療養管理指導費は、利用者ごとに「単一建物居住者の人数が１人の場合」を算定する。さらに、居宅

療養管理指導費について、当該建築物において当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行

う利用者が、当該建築物の戸数の 10％以下の場合又は当該建築物の戸数が 20戸未満であって、当該

居宅療養管理指導を行う利用者が 2人以下の場合には、それぞれ「単一建物居住者の人数が１人の場

合」を算定する。 

【交通費の取扱】 

  居宅療養管理指導に要した交通費は、実費を利用者から徴収してもよい
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実地指導自主点検調書(居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導)
事業所名 記入担当者名 記入日　平成　　年　　月　　日

基準の内容（指導項目） 当日確認書類

人員
従業者の員数

従業者は次のとおりか。

(第８５条） 　病院又は診療所である事業所の場合

　　〇医師又は歯科医師であるか はい ・ いいえ 職種：

　　○薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士

　　　であるか

　薬局である事業所の場合

　　○薬剤師 はい ・ いいえ

設備 設備及び備品等 事業の運営に必要な広さを有しているか はい ・ いいえ 現場確認

必要な設備及び備品等を備えているか

（設備及び備品等は当該病院又は診療所に
おける診療用のものを使用できる）

運営 ①運営規程の概要 あり　・　なし

②勤務体制 あり　・　なし

③事故発生時の対応 あり　・　なし

④苦情処理の体制 あり　・　なし

契約書は適正に締結されているか。 はい ・ いいえ 契約書に利用者の押印があるか あり　・　なし 契約書

重要事項説明書と契約書は区分されている
か。 はい ・ いいえ 重要事項説明書、契約書

提供拒否の禁止
（第９条準用）

正当な理由なくサービスの提供を拒んでい
ないか。 はい ・ いいえ 提供拒否時の理由

拒否理由を記載

利用申し込み受付簿等

提供困難時の対応
（第１０条準用）

サービスの提供が困難な場合、居宅介護支
援事業者への連絡、他の事業者等の紹介そ
の他必要な措置を速やかに講じているか。 はい ・ いいえ 他の事業者への紹介方法

紹介方法を記載

紹介に関する記録等

資格確認
（第１１条準用）

被保険者証により、被保険者資格、要介護
認定の有無及びその有効期限を確認してい
るか。

はい ・ いいえ 確認内容の記録先

記録先を記載

確認内容の記録

要介護認定申請援助
（第１２条準用）

サービスの提供の開始に際し、要介護認定
等の申請が行われていない場合は、利用申
込者の意向を踏まえて速やかに申請が行わ
れるよう必要な援助を行っているか。

はい ・ いいえ 具体的な援助の方法

援助方法を記載

申請援助に関する記録

　１．　ほとんどの利用者について実施

　２．　一部の利用者について実施

　３．　ほとんど実施されていない

指定基準

いいえ

重要事項説明書等を交付して説明を行い、
利用者又はその家族から同意を得ている
か。

サービス提供に係る
説明及び同意
（第８条準用）

(第８６条）

・

はい ・ いいえ

いいえ

確認事項適　否

いいえ サービス担当者会議の参加状況はい ・

職種：はい ・

勤務体制表、勤務記録、資格
証、雇用契約書等

重要事項説明書

利用者状況把握に関する記録

心身の状況等の把握
（第１３条準用）

居宅介護支援事業者が開催するサービス担
当者会議等を通じ、利用者の状況、病歴、
服薬歴等の把握に努めているか。

はい

9



基準の内容（指導項目） 当日確認書類指定基準 確認事項適　否

居宅サービス計画に
沿ったサービスの提
供
（第１６条準用）

指定居宅療養管理指導事業者は、居宅
サービス計画が作成されている場合は、当
該計画に沿った指定居宅療養管理指導を提
供しているか。

はい ・ いいえ

身分証の携行
（第１８条準用）

身分を証する書類を携行させ、利用者又は
その家族から求められたときに提示している
か。

はい ・ いいえ 身分を証する書類

サービスの提供記録
（第１９条準用）

サービスの提供日及び内容、当該サービス
に係る保険給付の額その他必要な事項を、
利用者の居宅サービス計画を記載した書面
又はこれに準ずる書面に記載しているか。

はい ・ いいえ
サービス提供票、別表、業務日
誌、居宅療養管理指導記録

提供した具体的なサービス内容を、利用者
の心身の状況等その他必要な事項を記録し
ているか。

はい ・ いいえ

利用者から申し出があった場合には、文書
の交付等によりその情報を利用者に対して
提供しているか。 はい ・ いいえ

利用料等の受領
（第８７条）

サービスを提供した際、利用者負担として当
該サービスに係る費用基準額の１割を受領
しているか。

はい ・ いいえ
サービス提供票、別表、

領収証控

上記の他、交通費以外の支払を利用者から
受けていないか。 はい ・ いいえ

交通費の支払いを受けるに当たっては、費
用等について説明を行い、同意を得ている
か。

はい ・ いいえ

利用者から支払いを受けた際、領収書を交
付しているか。

はい ・ いいえ

領収書には費用区分を明確にしているか。 はい ・ いいえ
基準により算定した費用の額又
は現に要した費用 あり　・　なし

サービス提供票、別表、
領収証控、車両運行日誌等

その他の費用
あり　・　なし

証明書の交付
（第２１条準用）

法定代理受領サービスに該当しないサービ
スの利用料の支払いを受けた場合（利用者
10割負担）は、「サービス提供証明書」を利
用者に対して交付しているか。

はい ・ いいえ サービス提供証明書控

指定居宅療養管理指導は、利用者の要介
護状態の軽減・悪化の防止等に資するよう
目標を設定し、計画的に行われているか。 はい ・ いいえ

指定居宅療養管理指導の質の評価を行い、
常に改善を図っているか。 はい ・ いいえ

基本取扱方針
（第８８条）
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基準の内容（指導項目） 当日確認書類指定基準 確認事項適　否

居宅サービス計画

利用者、その家族からの相談に応じるととも
に、療養上必要な事項等について、理解し
やすいように、指導又は助言を行っている
か。また文書で交付するよう努めているか。

はい ・ いいえ

居宅介護支援事業者若しくは居宅サービス
事業者から求めがあった場合等は、居宅
サービス計画の作成等に必要な情報提供又
は助言を行っているか。

はい ・ いいえ
情報提供、助言を記録した書
類等

提供した指定居宅療養管理指導の内容につ
いて、診療録に記録しているか。 はい ・ いいえ 診療記録

薬局の薬剤師にあっては、医師
又は歯科医師の指示に基づき、
薬学的管理指導計画を策定して
いるか。

いる　・　いない 薬学的管理指導計画

歯科衛生士、保健師又は看護
職員にあっては、訪問歯科診療
を行った歯科医師の指示及び当
該歯科医師の策定した訪問指
導計画に基づき実施している
か。

いる　・　いない 訪問指導計画

管理栄養士にあっては、医師が
特別食を提供する必要性を認め
た場合又は低栄養状態であると
医師が認めた場合であって、利
用者毎の栄養ケア計画に基づ
いて実施しているか。

いる　・　いない 栄養ケア計画

利用者、その家族に対し、理解しやすいよう
に指導又は説明を行っているか。 はい ・ いいえ

常に利用者の病状、心身の状況等の把握に
努め、適切なサービスを提供しているか。 はい ・ いいえ

提供した指定居宅療養管理指導の内容につ
いて、診療記録を作成し、医師又は歯科医
師に報告しているか。

はい ・ いいえ 診療記録

はい ・ いいえ

医師又は歯科医師の
行う指定居宅療養管
理指導の具体的取扱
方針
（第８９条）

はい ・

提供に当たっては、訪問診療等により常に
利用者の病状及び心身の状況を把握し、医
学的管理又は歯科医学的管理に基づいて、
居宅介護支援事業者への情報提供、利用
者・その家族への居宅サービスの利用に関
する留意事項、介護方法等についての指
導、助言等を行っているか。

提供に当たっては、医師又は歯科医師の指
示に基づき、利用者の心身機能の維持回復
を図り、居宅における日常生活の自立に資
するよう妥当適切に行っているか。

薬剤師、歯科衛生士
又は管理栄養士の行
う指定居宅療養管理
指導の具体的取扱方
針
（第８９条）

いいえ
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基準の内容（指導項目） 当日確認書類指定基準 確認事項適　否

下記の内容が定められているか
　①事業の目的及び運営の方針 あり　・　なし

　②従業者の職種、員数及び職務の内
容

あり　・　なし

　③営業日及び営業時間 あり　・　なし

　④指定居宅療養管理指導の種類及
び利用料その他の費用の額 あり　・　なし

　⑤通常の事業の実施地域 あり　・　なし

　⑥その他運営に関する重要事項 あり　・　なし

従業者の勤務体制を月ごとに定めている
か。 はい ・ いいえ

必要事項（日々の勤務時間、職務内
容、常勤・非常勤の別、兼務関係、サー
ビス提供責任者である旨等）が記載さ
れているか

いる　・　いない 勤務体制表、雇用契約書等

人権擁護推進員 職種　　　　氏名 辞令等

人権擁護に関する研修を年１回
以上実施しているか。

いる　・　いない 研修の記録等

衛生管理等
（第３１条準用）

居宅療養管理指導従事者の清潔の保持及
び健康状態について必要な管理を行ってい
るか。

はい ・ いいえ 健康診断の実施 あり　・　なし 健康診断の記録等

①運営規程の概要 あり　・　なし

②従業者の勤務体制 あり　・　なし

③利用料 あり　・　なし

④事故発生時の対応 あり　・　なし

⑤苦情処理の体制 あり　・　なし

従業者の利用者等に係る秘密保持につい
て、従業者の退職後も含め、必要な措置を
講じているか。 はい ・ いいえ

就業時にどの書類で定めている
か

取り決め書類を記載

就業時の取り決め等の記録

サービス担当者会議等において利用者等の
個人情報を用いる場合の同意を文書にて得
ているか。 はい ・ いいえ 利用者の同意書等

居宅介護支援事業者
に対する利益供与の
禁止
（第３５条準用）

居宅介護支援事業者又はその従事者に対
し、利用者に対して特定の事業者による
サービスを利用させることの対象として、金
品その他の財産上の利益を供与していない
か。

はい ・ いいえ
現時点での利用者を担当する
居宅介護支援事業所の数

事業所 サービス提供票、別表

苦情に対する措置が講じられているか。 苦情相談窓口があるか あり　・　なし

処理体制が定められているか あり　・　なし

処理記録が整備されているか あり　・　なし（サービス提供した日から５年間）

連絡体制が整備されているか あり　・　なし

事故記録が整備されているか あり　・　なし（サービス提供した日から５年間）

再発防止策が講じられているか あり　・　なし

会計の区分
（第３８条準用） 事業ごとに会計が区分されているか。 はい ・ いいえ 会計関係書類

はい ・ いいえ

いいえ

はい ・ いいえ

人権擁護推進員を任命しているか。

運営規程

いいえ 研修の記録等

事業所ごとに運営規程を定めているか。

はい ・ いいえ

現場確認

運営規程
（第９０条）

勤務体制の確保
（第３０条準用）

掲示
（第３２条準用）

事業所の見やすい場所に必要な事項が掲
示されているか。

はい ・ いいえ

居宅療養管理指導従事者の資質向上のた
めに、研修の機会を確保しているか。 はい

事故発生時の対応
（第３７条準用）

秘密保持等
（第３３条準用）

はい ・

・

事故処理体制を定めた書類、
事故に関する記録

事故発生時における対応体制が整備されて
いるか。

苦情処理の体制
（第３６条準用）

苦情処理体制を定めた書類、
苦情に関する記録
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基準の内容（指導項目） 当日確認書類指定基準 確認事項適　否

記録の整備
（第９０条の２）

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記
録を整備しているか。

はい ・ いいえ

・サービス提供記録
・市町村への通知に係る記録
・苦情に係る記録
・事故に係る記録

各種保存書類

サービス提供した日から５年間保存している
か

はい ・ いいえ 各種保存書類

介護サービス情報の
公表制度

介護サービス情報の公表制度において、毎
年報告の更新を行っているか。（対象事業所
のみ）

はい ・ いいえ 公表中画面のコピー

介護
報酬

介護給付費の算定
単一建物居住者の人数に合致した居宅療
養管理指導費を算定しているか。

いる　・　いない
利用者名簿

居宅サービス計画書等

当該建築物において当該事業
所の利用者が、当該建築物の
戸数の10%以下の場合又は当該
建物の戸数が20戸未満であっ
て、事業所が居宅療養管理指
導を行う利用者が２人以下場合
には、それぞれ「単一建物に居
住者が１人の場合」を算定して
いるか。

いる　・　いない
利用者名簿

居宅サービス計画書等

はい ・

ユニット数が３以下の認知症対
応型共同生活介護事業所につ
いて、それぞれのユニットにおい
て算定する人数を、単一建物建
物居住者としているか。

いいえ
いる　・　いない

利用者名簿
居宅サービス計画書等

１つの居宅に居宅療養管理指
導費の対象となる同居する同一
世帯の利用者が２人以上いる場
合は、利用者ごとに「単一建物
に居住者が１人の場合」を算定
しているか。
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